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自然エネルギー積極・推進

エネルギ 基本計画エネルギー基本計画ファッショナブル論者・企業家

原発推進

反・脱原発

現在のエネルギ 状況化石燃料 現在のエネルギー状況化石燃料
再評価

自然エネルギ 消極 困難
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自然エネルギー消極・困難



エネルギー政策見直しの論点エネルギー政策見直しの論点

① ネルギ の｢安定供給①エネルギーの｢安定供給」

例）ここ3‐5年の電力供給工程表、中長期目標例） 3 5年の電力供給 程表、中長期目標

②｢安定供給」責任とコスト負担のあり方

例 金融 油 電力例）金融、石油、・・電力は？

＜原子力事故賠償問題⇒国か民か。国有化？＞＜原子力事故賠償問題⇒国か民か。国有化？＞

③安定供給を担うエネルギー産業の編成

例）発送電分離？統合方向？

国際資源調達の視点国際資源調達の視点
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▲25％削減というのは、実質？％削減！

現状

指数

家庭部門のCO2

134
2008年比

現状

100

およそ半減

75 1990年比▲25％削減75 年 削減

1990 2008 2020
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エネルギーの｢安定供給」ネルギ の 安定供給」

6



電気は「貯められない」

電力会社は需要（消費）に対して供給（発電）を瞬時瞬時にあわせている （需要に応じて分銅をの

電力の需要と供給

電力会社は需要（消費）に対して供給（発電）を瞬時瞬時にあわせている。（需要に応じて分銅をの
せる）
電力会社の供給能力（手持ちの分銅の総数）を超えて供給することはできない。

供給側（発電） 需要側（負荷）供給側（発電） 需要側（負荷）

電力会社の
供給能力

需要にあわせて
供給（分銅）を追加

工場 住宅ビル

供給能力

商店

原子力 水力 火力

供給 需要

手持ちの分銅は

「需要＞供給能力」となってしまった場合は予測不能な大規模停電を招く可能性あり

電力会社の
供給能力

手持ちの分銅は
使い切り

供給能力

× 出所：経済産業省
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電力消費の状況

[業務部門における電力消費の内訳][出典]エネルギー消費統計

宿泊業，飲食サービ

ス業

12%

不動産業 物品

情報通信業
4%

金融業，保険業
2% その他

11%

飲食料品小売業
10%

その他の卸売業・小

売業電気・ガス・熱供

運輸業，郵便業
5%

不動産業，物品

賃貸業

4%

【電力需要の部門別内訳】
売業

15%

生活関連サービス

業，娯楽業

12%学校等

病院等
9%

電気 ガス 熱供

給・水道業

5%

終エネルギー消
費量(億kwh)

割合(%)

11%

産業部門 3107.8 32.3 

家庭部門 2861.9 29.7 

業務部

[家庭部門における電力消費の内訳]

業務部門 3463.7 36.0 

運輸部門 188.3 2.0 

合計 9621 8 100合計 9621.8 100

[出典]総合エネルギー統計
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日本のエネルギー供給の推移

出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、「電源開発の概要」をもとに作成
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日本の石炭供給量の推移

出典：EDMC「エネルギー経済統計要覧2011」
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発電電力量の推移

（注） 71 年度までは９電力会社計
出典：資源エネルギー庁「電源開発の概要」、

「電力供給計画の概要」をもとに作成
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主要先進国の一次エネルギー供給構成（2007年）

日本（１８％）

ドイツ（４１％） スペイン（２１％） イタリア（１５％）

アメリカ（７１％） 英国（８３％） フランス（５１％）

カッコ内は自給率ドイツ（４１％） スペイン（２１％） イタリア（１５％） カッコ内は自給率

出典：IEA「Energy Balances」、
「「Renewables Information 
2006～2009」をもとに作成
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出所：電気事業連合会
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欧州の電力輸出入の状況（2008 年）

単位：億kWh

出典：海外電気事業統計2010
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日本のエネルギー供給構成と自給率の推移

エネルギー自給率 （下段は 原子力含む）

５８％
（５８％）

１５％
（１５％）

６％
（１３％）

５％
（１７％）

４％
（２０％）

４％
（１９％）

４％
（１８％）

出典：IEA, Energy Balances of OECD Countries 2009 Edition をもとに作成
自給率４％の

内訳 15



日本の風況日本の風況

出典：新エネルギー部会「新エネル
ギー部会 中間報告」（2009年8月）、
NEDO「風力発電ガイドブック」（2008年NEDO「風力発電ガイドブック」（2008年
2月）をもとに経済産業省作成
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日本の風力発電と太陽光発電導入量の推移
（万kW）

出典：図表で語るエネルギーの基礎2 010― 2 011
（年末値）



天然ガスの環境性

［石炭を100とした場合の排出量比較（燃焼時）］

出典：「エネルギー白書2010」資源エネルギー庁
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現行のエネルギー基本計画

○省エネ等まで見込んだ場合の 2030年のエネルギ ミックスの姿は以下のとおり

計10 305億kWh 計10 200億kWh

【一次エネルギー供給ベース】 【発電電力量ベース】
計592原油換算百万kl 計517原油換算百万kl

○省エネ等まで見込んだ場合の、2030年のエネルギーミックスの姿は以下のとおり。

供給減（省エネ等）
1％

再生可能エネルギー
850（8％）

計10,305億kWh 計10,200億kWh

再生可能エネルギー
1 923（19％）

供給減（省エネ等）
13％

再生可能エネルギー
28（5％）
原子力
60

（10％） 再生可能エネルギー
原子力

2,638（26％）

1,923（19％）（10％）

石炭
130（23％）

再生可能エネルギー
57（10％）

原子力
122（21％）

原子力
5,366（52％）

化石燃料
6,783（66％）

石炭
2 605（25％）

化石燃料
497

（84％）
天然ガス

328（54％）

ＬＮＧ
2 822（28％）

2,605（25％）（84％）105（19％）
ＬＰＧ

18（3％）
天然ガス
81（14％）

石炭
88（14％）

2,693（26％）

石油等

2,822（28％）

ＬＮＧ

石炭
1,131（11％）

石油
244（39％）

石油
（ ）

ＬＰＧ
18（3％）

石油等
1,356（13％） 石油等

205（2％）

1,357（13％）141（23％）

2007年度実績 2007年度実績2030年推計 2030年推計



CO2との関係：中長期的なインパクト

○2020年における約1兆kWh程度の電力需要のうち 4 345億kWh(42%)が原子力によって発電され○2020年における約1兆kWh程度の電力需要のうち、4,345億kWh(42%)が原子力によって発電され
ることとなっている。（9基の原子力発電所の新増設を想定。）

○原子力による発電電力量の不足を賄うためには、 ①火力発電の利用拡大、②再生可能エネルギーの
導入や省エネ努力の拡大のいずれかの対応が必要。

【原子力発電所の停止による電力不足量】

電力量 火力発電で代替した場合の
ＣＯ２増加分

今 災 停止 億今回の震災で停止した
11基

600億kWh 3600万トン

新増設予定の9基 1500億KWh 9000万トン

出所：21研推計
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今必要な議論は？今必要な議論は？

①「今年の夏は」か「20年後は」か

②「原発」か「再生可能エネルギー」か② 原発」か 再生可能エネルギ 」か

③悪いのは｢東電」か「政府」か

は面白いが、本質ではない。

経済・生活に必要な情報は経済・生活に必要な情報は、

3-5年後までの電力供給の信頼できる予想

どの電源をどのタイミングでどこに設置・運用
するのかという「工程表」策定作業が重要。するのかという 工程表」策定作業が重要。
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ネルギ ｢安定供給 責任と ストエネルギー｢安定供給」責任とコスト
負担のあり方負担のあり方
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・原子力発電設備に留まらず 風力発電を含め各種発電設備の設置費用は

発電コスト 新推計（RITE、2011年5月）
・原子力発電設備に留まらず、風力発電を含め各種発電設備の設置費用は、
近年、上昇傾向が見られる。

・現状では・現状では、
石炭：８～１２円／kWh程度
天然ガス（複合発電）：１０～１４円／kWh程度
原子力 ８ １３円／kWh程度（ ﾞ ｸ ﾝﾄﾞ 廃炉時解体費用含む）原子力：８～１３円／kWh程度（ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ・廃炉時解体費用含む）
風力：１６～１８円／kWh程度
太陽光：５５～６３円／kWh程度
が典型的なコストと見られる（いずれも送電費用として２～４円/kWh程度を
含めたときのコスト）。

・将来的な見通しは難しいが、少なくとも太陽光発電の費用低減は期待でき
るだろう。

・風力、太陽光発電は導入量が大きくなったときに、追加的な系統安定化費
用は必要になる。ただし、この費用の不確実性は大きい。

・原子力発電費用は、今後、安全対策の強化によってコスト増となると見込
まれ、留意が必要 23



発送電分離論再燃発送電分離論再燃

●本来 電気料金の低廉化が大義名分●本来、電気料金の低廉化が大義名分

独占の弊害論⇒競争促進＝コスト最小化

☚なぜ、いま？

①バックアップ調整電源保有など 最終的供①バックアップ調整電源保有など、最終的供
給責任主体はだれになるのか？

②そのためのコストはだれが負担するのか？

③再生可能エネルギー促進のための全量買い③再生可能エネルギー促進のための全量買い
取りは誰が実施するのか？

☚政策論以外の動機？
24



問題はどこに？問題
●電力自由化は、余剰設備があって初めて機能

市場は 十分な設備投資を保証するか→市場は、十分な設備投資を保証するか？

→高い電気料金や変動が大きい電気料金に、政→高い電気料金や変動が大きい電気料金に、政
治が堪えられるか？

●電気の特色●電気の特色

①投資のリードタイムが長い①投資のリ ドタイ が長い

②環境の外部性がある

③同時同量 必要性③同時同量の必要性

④原燃料が政治商品

25

④原燃料が政治商品

⑤物理的制約



エネルギー産業再編ネルギ 産業再編
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福島原発事故賠償の枠組み
●賠償責任は東電が負う。賠償を確実に行わせるため、新規に原発賠償機構を設置。賠償責 負 賠償 実 、 規 賠償機構
●国は交付国債を出す形で支援し、東電が債務超過にならないことを目指すスキーム。

●東電の賠償額に上限は設けらず、東電は１０年以上かけて、毎年の本業の利益から返
済し続ける。また、原発を持つ他の電力会社も、当機構に負担金を出す。

経営監視

（新設）

原
東

資本増強

（優先株引受け、
資産買取り）

交
付

政
府

原
発
賠
償

東
京
電

被
害

賠
償

資産買取り）

分割返済

付
国
債

府 償
機
構

電
力

害
者

原発を持つ

償分割返済

負
担

国
庫
返
納

構
（仮称）

原発を持つ
電力会社

担
金

納

融資への保証 融資
融資

金融機関

融資への保証 融資
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9電力の歴史
石油危機後の経営課題と硬直化石油危機後の経営課題と硬直化

①燃料費アップ（５倍～10倍）

②電力需要の伸び悩み（ひとケタ成長へ）

③ピーク需要の先鋭化と稼働率低下（７０％から６０％へ）③ピ ク需要の先鋭化と稼働率低下（７０％から６０％へ）

④立地・環境問題の深刻化

上記４要因によるコストアップ
⇒減価償却不足⇒減価償却不足

⇒投資自己資金割合低下
⇒有利子負債の増加⇒有利子負債の増加

⇒利子負担増大

(橘川武郎一橋大学教授の著作による）

料金値上げ認可、立地支援などで行政への依存深化
28



９電力体制の特質

①民営
⇒国有化

②発送配電一貫経営
想定メリット
創意工夫、企業家精神
規模の利益 投資の合理化

⇒国有化

発送電分離
③地域別9分割

規模の利益、投資の合理化⇒発送電分離

供給義務③ 域 分

④独占 デメリット⇒料金規制
⇒合併等再編

供給義務

行政による裏書き＝暗黙の保証

⇒全面自由化

行政による裏書き＝暗黙の保証

設備投資資金を金融市場から調達可能化

(橘川武郎一橋大学教授の著作等による）

安定供給のためには？ 29



再編の視点 ⇒統合化、総合化再編 視点

①安定供給責任能力を持てるか

統合化、総合化

資金、人材、技術、メンテナンス

②有事の危機対応力を持てるか 原子力国有化？②有事の危機対応力を持てるか

情報収集、組織化された供給回復力

原子力国有化？

③国際資源獲得競争に勝てるか

大規模ユーザとしての交渉力 エネルギ大規模ユーザとしての交渉力、エネルギ
ーの効率利用

発送電分離と競争進んだ英米は、高E自給率の下
での余裕の市場があればこそでの余裕の市場があればこそ。
英国を含め、分離各社が系列化、統合化の方向へ30



○世界の原子力発電所の設備容量は、現在の約３８０ＧＷから２０２５年には約２．６倍（約

原子力の立地見通し

９９０ＧＷ）まで拡大する見通し。その大半は、中国、インド等の新興国と欧州・ロシア。

シ

※世界で運転中の原発基数は435基（2009年12月現在）、日本は54基（2010年3月現在）、日本は2030年までに14基以上を新増設
の予定（エネルギー基本計画）。

ロシア
（23GW→76GW）

欧州
（149GW→257GW）

カナダ
（13GW→21GW）

米国

韓国
（19GW→33GW）

中国
（10GW→206GW）

米国
（101GW→148GW）

日本
中近東

（0GW→38GW）

東南アジア
（0GW→29GW）

（47GW→68GW）

インド
（4GW→73GW）

（0GW→38GW）

2025年（推定値）

南アフリカ

南米
（3GW→10GW）

2010年

※２０２５年に予想される設備容量と現在の設備容量
世界原子力協会（WNA）2011年1月のデータを基に作成

南アフリカ
（2GW→11GW）

31



温暖化問題を含めた全体の ネルギ温暖化問題を含めた全体のエネルギ
ー政策の見直しの方向は？政策の見直しの方向は？

32



○ 地球温暖化問題の克服にあたっては 世界全体で中長期的に排出量を大幅に削減

地球温暖化問題の本質

○ 地球温暖化問題の克服にあたっては、世界全体で中長期的に排出量を大幅に削減
していくことが本質。

京都議定書（米国不参加、途上国削減義務なし）は持続可能な解ではない。
○ 特に 今後排出が大幅に増加する新興国での排出削減が鍵○ 特に、今後排出が大幅に増加する新興国での排出削減が鍵。

日本は国内削減ではなく、「優秀な技術・製品を使って、途上国の削減に協力」

世界のエネルギー起源CO2排出量（２００８年）[％] 世界のエネルギー起源ＣＯ２排出量の見通し

日本

4%

ドイツ

3% カナダ
英国

ブラジル

1%
南

Russia

U.S.

削減義務のある国

米国

削減義務のない国

世界の ネルギ 起源CO2排出量（ ００８年）[％]

500

600 

世界の ネルギ 起源ＣＯ２排出量の見通し

ロシア

6%

4% 2%
英国

2%

イタリア

2%
豪州

サウジア

ラビア

1%

1%
南ア

1% その他

16% 400 

500 

2008年
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1990年 68%
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その他

）

1%

フランス

1%その他附属書

B国 8%

メキシコ

1%

インドネシア

1% 28%

200

300 

1990年

204億トン

52%

60%

68%

中国

インド

（
億

㌧
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O
2

米国
中国
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出典： 財団法人地球環境産業技術研究機構（RITE）
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ト プダウン型目標設定+厳しい罰則

次の枠組みを巡る論争・交渉

京都議定書

トップダウン型目標設定+厳しい罰則

ペン合意 COP決定

ボトムアップ型目標設定+自主努力と第三者監視

コペン合意→COP決定

●温暖化防止効果

強制的・参加国少数 自主的・参加国多数強制的 参加国少数

クタ 別 チ ど

●実際的経済利益

排出量取引制度との親和性

CDMなどのクレジットメカニズム

セクター別アプローチなどで、
国際競争力への影響最小化が可能

先進国長期・短期の多額の資金約束CDMなどのクレジットメカニズム 先進国長 短 多 資 約束
二国間クレジット等新メカニズムの可能性

「適応」への新たな資金支援の可能性既存基金＝少額

EU

新興途上国 最貧途上国・島嶼国

日＝露＞加＞豪＞NZ米



1990年▲25％削減「目標」とは何か？1990年▲25％削減「目標」とは何か？

＝志の高い「努力目標」？志の高い 努力目標」？

NO!!NO!!

＝達成しなければ罰金が科される達成しなければ罰金が科される
国際的な「法的義務」



1990年比25%削減義務 ３つの問題点

2009年9月 鳩山元総理の約束 現状

「主要国による意欲的な目 日本だけが突出した要国 よる意欲的な目
標」が25%の前提条件 中期目標＝不公平

京都議定書
延長の危険

「公平かつ実効的な枠組み
の構築」が25%の前提条件 延長の危険の構築」が25%の前提条件

25%削減の絵姿を具体的に
国民に提示し、国民的理解

を得る

見えない削減の絵姿と
国民負担

を得る。



二国間クレジット制度について

 二国間約束の下、低炭素技術による海外での排出削減への貢献を独自に評価・クレジット化するこ
とで クレジ ト獲得を目指す制度とで、クレジット獲得を目指す制度。

 適用技術の大幅な拡大・普及(原子力、ＣＣＳ等)、戦略的な国の選定、手続きの簡素化等が可能。

 現行京都議定書では認められない仕組みだが、コペンハーゲン合意によって各国独自の制度設計に
能性が開かれた 米 も 様 考 方 内法案を作成可能性が開かれた。米国も、同様の考え方で国内法案を作成。

二国間約束

【我が国排出削減プロジェクト】

分配（無償）日

途
企途上国分の一部を購入

旧式技術

【我が国排出削減プロジェクト】

分配（無償）日

本

上

企
業
等

途上国分の一部を購入

標算企
業
等

本

政

国

政

分配（無償）分配（無償）

目標算入
or売却

排出削減量を認定
し、クレジット化等

府

政

府

目標算入
or売却

、ク ジッ 化

先端技術
府
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90年比▲15%～▲25％はリーマンショック3回～4回分の景気悪化に相当
○ リーマンショックによる戦後 大規模の景気悪化を挟んだ06年度から10年度にかけて、90年度比約▲7%分のCO2排
出量が減少。

1250

出量が減少。
○ 環境省ロードマップが想定する90年度比▲15%～▲25%は、リーマンショック時（06年度～10年度、90年度比▲7%分）
の約3回～約4回分の景気悪化に相当。

1150

1200

1250

リーマンショック

（06年度から10年度のCO2削減量

90年度比約7%分）

90年比+13.5%
（05年度）

1050

1100

1150

リーマンショック

（約7%分）

90年比+11.9%
（06年度）

950

1000

1050

リーマンショック

（約7%分）

90年比▲2%

90年比+5.2%
（10年度見込み）

90年比+1.5%
（09年度）

850

900

950
リーマンショック

（約7%分）
90年比▲8%

90年比▲15%
リーマンショック

（約7%分）

90年比▲15%

750

800

850

90年比▲22%
90年比▲25%

750
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

総合エネルギー統計 エネ研究見通し 38



140,000 5.0%

収入分位別の世帯当たり年間エネルギー支出の増加
＜価格上昇に対して消費量の削減調整をした場合＞

4.5%

124,142  120,000 

4 0%

4.5% 年収当たりの負担増分率（左軸）

世帯当たり年間負担増額（円／年／世帯）（右軸）
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20

所得階層別の世帯数の相対度数分布（2008年の所得）

平均所得以下が

16

18

20
%

平均値：547万5千円

平均所得以下が
６５．４％！

12.7
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10 0
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中央値：427万円
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（出所）平成21年国民生活基礎調査
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325 5%

90年比▲25%ケースの都道府県別の光熱費・ガソリン代の年間収入当りの負担増分
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地球温暖化対策の国民負担に関する内閣府世論調査

問 地球温暖化対策のために、あなたは家庭１ヶ月あたり、
どの程度なら家計の負担が増えてもよいと考えますか。どの程度なら家計の負担が増えてもよいと考えますか。

Ｈ２１年５月 Ｈ２０年5月Ｈ２１年５月 Ｈ２０年5月
全く負担したくない 18.2% 17.0%
月１０００円未満 41 2% 46 2%

６割

月１０００円未満 41.2% 46.2%
月１０００円以上２０００円未満 24.7% 15.1%
月２０００円以上５０００円未満 10 7% 9 5%月２０００円以上５０００円未満 10.7% 9.5%
月５０００円以上１万円未満 1.7%
月１万円以上 0 5%

4.0%
月１万円以上 0.5%
わからない 3.0% 8.3%
調査時期 Ｈ21 5 7 5 17 全国２０歳以上４０００人 有効回収３０ ６％ 個別面接聴取調査時期：Ｈ21.5.7‐5.17 全国２０歳以上４０００人、有効回収３０．６％ 個別面接聴取
調査時期：H20.5.22‐6.1 全国２０歳以上３０００人、有効回収６１．２％ アンケート
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中期目標への評価中期目標への評価
• 朝日新聞世論調査

「 減

• 共同通信世論調査

（国民負担は 千（「１５％削減は妥当か」) （国民負担は7万6千円。

１５％は妥当か｣)

妥当だ ４９ %

緩すぎる ２０ %

削減幅が大きすぎる ５８％

妥当な水準だ ２７%緩すぎる

厳しすぎる １６ %

妥

削減幅が小さすぎる ５％

朝日新聞：政府は二酸化炭素などの排出を２００２年までに１５％減らす目標を発表
しました。経済界はもっと緩い案を、環境大臣はもっと厳しい案を主張して
いましたが、その間をとりました。政府の目標は妥当だと思いますか。
厳 すぎると思 ますか 緩すぎると思 ますか厳しすぎると思いますか。緩すぎると思いますか。

共同通信：麻生首相は地球温暖化対策として、日本の温室効果ガス排出削減の中期
目標について ２００５年に比べ１５％削減する方針を表明しました 政府は目標について、２００５年に比べ１５％削減する方針を表明しました。政府は、
この目標を達成するには１世帯年間７万６０００円の負担増になると試算して
います。あなたは、この目標についてどう思いますか。 43



結論

○国内のエネルギー政策・温暖化政策については 今後以下の３つの考○国内のエネルギ 政策・温暖化政策については、今後以下の３つの考
え方を巡って行われる。
１）経済再生・エネルギー安定供給優先の観点から、火力発電の活用

を促進する 方で ＣＯ２の増加は 定程度 受忍するを促進する。一方で、ＣＯ２の増加は一定程度、受忍する。
２）原子力の位置づけの再検証今回の原子力事故の原因を徹底分析

し、安全性を高めた上で、原子力を選択肢として残す。
３）再生可能 ネルギ の導入や 層の省 ネ努力を対策の中心に据３）再生可能エネルギーの導入や一層の省エネ努力を対策の中心に据

え、電力需給逼迫のリスクや対策のコストは受忍する。

○その議論の際には、以下の２点を認識しておく必要。
１）大震災の国難の中で、まずは、一刻も早く経済再生・復興を図る

べきであり、そのためにも、エネルギーの安定供給の回復は生命線き あり、そ た も、 ネ ギ 安定供給 回復は 命線
であること

２）CO2の問題の本質は、2050年世界半減に向けて、中長期的に世
界全体でどう削減していくかであり、我が国に期待されている役割界全体でどう削減していくかであり、我が国に期待されている役割
は、世界最高水準の技術で他の国の削減に貢献していくこと。

○いずれにせよ 国内でのＣＯ２削減がより困難になるのか確実であ

44

○いずれにせよ、国内でのＣＯ２削減がより困難になるのか確実であ
り、世界全体での削減に向けて、官民を挙げて一層の取り組み強化を
していくことが重要。



国際環境経済研究所（IEEI）への国際環境経済研究所（IEEI）への
参画のお願い参画 お願

エネルギー環境政策を討議するエネルギ 環境政策を討議する
バーチャル研究所

h //i i jhttp://ieei.or.jp



http://ieei.or.jp 投稿受付中！
【記事の種類】

●オピニオン：●オピニオン：
800～1200文字が目安。環境問題に関わる提言をコンパクトに。イメージは
新聞の社説。図や写真掲載の必要なし。

●ニュース：
1000文字以下が目安。400文字程度でも可。政策、企業の取り組みなどの
新情報。図や写真もあれば掲載。新情報。図や写真もあれば掲載。

●解説記事：
2000～3000文字が目安 政策 国際交渉 企業行動などの意味づけ 図や2000～3000文字が目安。政策、国際交渉、企業行動などの意味づけ。図や
写真などが1,2点あることが望ましいが、なくても可。

●PHOTO：●PHOTO：
研究員などからの投稿。企業などの環境の取り組み、新しい技術などを写真で
紹介。内容がわかる簡単な説明が必要。著作権、肖像権などに注意。
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【記事分類】

●国内政策及び海外事情：政府 国会 自治体の政策動向及び海外の●国内政策及び海外事情：政府、国会、自治体の政策動向及び海外の
政府・産業界の政策や取り組み状況。

●国際交渉：EU、米国、中国など新興国、途上国の動向。COPなどの交
渉状況渉状況。

●企業活動：企業の環境問題への取り組み、CSR活動。

●市民活動：市民団体の環境保護活動への実践的な取り組み●市民活動：市民団体の環境保護活動への実践的な取り組み。

●環境ソリューション：企業、研究機関等の環境保全関連技術・システム
及び商品・サービスの紹介。

●環境サービス：企業等の環境保全に関わるサービスの紹介。

●調査・将来予測：国際機関、政府、企業等の環境問題に関する調査
データの紹介データの紹介。

記事執筆に対する問い合わせ先 ieei.info@gmail.com（編集担当：深尾）g

特定非営利活動法人・国際環境経済研究所
所長 澤 昭裕所長 澤 昭裕
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